
療生協さいたま　介護老人保健施設さんとめ医

指定（介護予防）訪問リハビリテ ション重要事項 明書ー 説

本書は、介護老人保健施設さんとめ（以下「 施設」といいます。）が提供するサ ビスの 容お当 ー 内
よび契約 件について、介護保 法第条 険 74 並びに介護老人保健施設の人員、施設及び条 設備並びに

運 に する基準（平成営 関 11 年厚生省令第 40 ）第号 4 の規定に基づき、重要な条 事項を 明するも説
のです。

１ （介護予防）訪問リハビリテ ションサ ビス提供の責任者 相談窓口ー ー ・

     電話： ０４－２９４２－３２０２  （　午前８時３０分  ～  午後５時まで　）

     担 ：河野　裕敏（作業療法士）当

     ご不明な点は、なんでもおたずねください

２　提供できるサ ビスの種類と地域ー

    施設名称：介護老人保健施設さんとめ

    所在地　：埼玉県所 市中富１６１７沢

介護保 指定番 ：埼玉県険 号  １１５２５８００３３号

    サ ビス提供地域：所 市ー 沢 内

３  訪問リハビリテ ションのー 職員体制

管理者：納賀　克彦（ 師）医

訪問リハビリテ ション責任者：河野　裕敏（作業療法士）ー

事者：作業療法士 理 療法士 言語 士　１名以上従 ・ 学 ・ 聴覚

４　サ ビス提供体制ー

　　訪問リハビリテ ションを提供する理 療法士等のうち、勤 年 が３年以上の職員を１名ー 学 続 数

以上配置しております。

５　訪問リハビリテ ション設備等ー

　　老人保健施設さんとめ相談室

　　食堂兼機能訓練室：４６７．６３  ㎡

　　移動用車 ：両 １台

６  訪問リハビリテ ションの 容ー 内

    ・利用者の自宅まで訪問します。

    ・心身機能の維持 回復を目的に、利用者に適した訓練プログラムや、家族への必要な助言・ ・

指導等を理 療法士等が評 作成 施致します。但し、サ ビスの提供は１日１回２０学 価・ ・実 ー

分以上です。

　  　なお、本事業の地域特性による豪雨 降雪等における基幹道路の通行規制で、移動の困難な・



場合、利用中止をお願いすることがあります。

    ・利用日：月曜日から土曜日（但し、１２月３０日から１月３日までを除く）

    ・利用時間：午前８時３０分から午後５時３０分。

　　　　　ただし、午前９時００分より移動開始、午後５時３０分までに移動終了となる 、サ ビス為 ー

提供時間は、訪問リハビリテ ションサ ビスを提供する 域によって移動時間を考慮すー ー 区

るものとなりま。

７　訪問リハビリテ ション 施計ー 実 画

① 事業所では、 師や療法士などの 業者が、診療又は運動機能 査、作業能力 査等をもと当 医 従 検 検

に、共同して利用者の心身の 況、希望及びその置かれている環境にあわせて、リハビリテ状 ー

ションの目標、その目標を達成するための具体的なサ ビスの 容を記載した訪問リハビリー 内

テ ション 施計 を作成します。ー 実 画

②この訪問リハビリテ ション 施計 は、居宅サ ビス計 が作成されている場合は、それにー 実 画 ー 画

沿って作成します。

　

８　利用料金（地域 ：６級地（埼玉県所 市）　１ 位１０．３３円）単価 沢 単

　お支 いいただく料金の は下記のとおりです。払 単価

　（１）基本料金

　　①介護保 適用の場合険
    　別紙料金表をご 照ください。参
  　②介護保 適用外の場合険
    　介護保 認定を受けていない、または認定更新がされていない等により介護保 を適用でき険 険

ないサ ビス費については、ー 1 位に上記地域 を じた金額を申し受けます。単 単価 乗
  　③介護報酬の規定に定めのない費用については、介護保 適用 適用外を問わず、別紙料金表険 ・

に準じます。

  　④料金の 更については、 更の ね変 変 概 1 か月前を目安に別紙にてお知らせします。

　９　サ ビスの終了ー
（１）利用者からの解約

    　利用者は、事業者に して対 7 日間の予告期間をおいて文書で通知することにより、この契約

を解約することができます。ただし、利用者の病 急な入院等やむを得ない事情がある場合変・
は、予告期間が 1週間以 の通知でもこの契約を解約することができます。内

  （２）事業者からの解約

  　①事前に予告期間を置く場合

次の事由に該 する場合、事業者は利用者に して当 対 30 日間の予告期間をおいて文書で通

知することにより、この契約を解約することができます。

   ア）利用者のサ ビス利用料金の支 いが正 な理由なくー 払 当 1 か月以上 延し、料金を支 うよう遅 払
催告したにもかかわらず 30 日以 に支 われない場合内 払

   イ）利用者が病院または診療所に入院し、明らかに 1 か月以 に退院できる見 みがない場合、内 込
または入院後 1 か月を 過しても退院できないことが明らかになった場合経

   ウ）やむを得ない事由により施設を閉鎖または縮小する場合。

　　②即時解約する場合

利用者またはその家族等が、事業者もしくはサ ビス 事者に して、本契約を し難ー 従 対 継続



いほどの背信行 や、暴言 暴力為 ・ ハラスメント等・ を行った場合

    ③自動終了 

      次の事由に該 する場合は、この契約は自動的に終了します。当
   ア）利用者が他の介護保 施設に入所した場合険
   イ）利用者が死亡した場合

　 ウ) 利用者が要介護認定の更新等により非該 （自立）当 となった場合

１０　健康上の理由による中止

①利用者が怪我 病 の際は、サ ビスの提供をお りすることがあります。・ 気 ー 断

② 日の健康チェックの結果、体調が い場合、サ ビス 容の 更又は中止することがありま当 悪 ー 内 変

す。その場合、ご家族等に連絡の上適切に します。対応

③サ ビス利用中に利用者の体調が くなった場合、サ ビスを中止することがあります。そのー 悪 ー

場合、家族や居宅介護支援事業所に連絡の上、必要な措置を講じます。

 ＊サ ビスを中止した場合、同月 であればご希望の日に振り替えることができます。ー 内

   ただし、定員 分の予約が入っている日や、担 職員の業務上の都合がある場合には振り替えが数 当

出 ませんのでご了承ください。来

１１　 施設のサ ビスの特 等当 ー 徴
（１）運 の方針営
  ① 事業の 施にあたっては、実 利用者の意思および人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサー

ビスの提供に努めます。

  ② 事者は、従 利用者ができる限り居宅における生活を維持 向上・ できることを念頭に置き、その

有する能力に じて自立した日常生活を むことができるよう、 的管理の下における応 営 医学
機能訓練を行います。

  ③ 事業の 施にあたっては、地域および家庭との結びつきを重視し、 係市 町村、居宅介護支実 関 区
援事業者および他の居宅サ ビス事業者ならびにその他の保健 療サ ビスおよび福祉サー 医 ー

ビスを提供する者との綿密な連携を り、 合的なサ ビスの提供に努めます。ー 図 総 ー
（２）サ ビスの質向上のためにー

　　　事　項 有無 　　　　　　　備　考

男性介護職員の有無 有

業員への 修の 施従 研 実 有 年間 育計 に基づき 施しています。教 画 実

サ ビスマニュアルの作成ー 有

虐待防止の取り組み 有 虐待防止委員 を設置し、定期的に 修を 施しています。会 研 実

（３）虐待の防止

  　 施設は、入所者の人 の擁護 虐待の防止等のため、責任者を選定するとともに、虐待防止当 権 ・
のための措置を講じます。 業者に して、虐待防止のための 修を定期的に 施します。従 対 研 実

（４）訪問リハビリテ ション利用にあたっての留意事項ー
  ・暴言 暴力・ 泥 中傷・ 酔・ 、その他職員へのハラスメントとなる行 は為 絶 にやめてください対 。

  

１２　容体急 時 事故 生時の について変 ・ 発 対応
　 利用者の容体に 化・ 変 や事故等があった場合は、家族に速やかに連絡します。容体に じ、応 居宅

介護支援事業所や救急隊に連絡する等、必要な措置を講じます。

事故 生後は事故報告書を作成し、事故原因の究明および再 防止に努めます。また、利用者・ 発 発
に する介護サ ビスの提供により賠償すべき事故が 生した場合は、速やかに損害賠償を対 ー 発



行います。

事故 ヒヤリハット事例については、所 市への報告義務のある事案については速やかに報・ ・ 沢

告を行います。

１３ 秘密の保持 個人情報の取扱い・
（１）秘密保持

  　 施設の 業者および元 業者は、業務上知り得た利用者またはそのご家族等に する秘密当 従 従 関
を、正 な理由なく第三者に漏らしません。この義務は、退職後においても同 です。当 様

（２）個人情報の取扱い

  　 施設は、利用者の個人情報について、「個人情報の保護に する法律」および厚生 省ガイ当 関 労働
ドライン等を遵守し、適正に取り扱います。

  　利用者の個人情報を、サ ビス提供に必要な範 を超えて第三者に提供する場合は、あらかじー 囲
め利用者またはそのご家族等の同意を得ます。

  　ただし、次の場合はこの限りではありません。

     法令に基づく場合・
     人の生命 身体または財産の保護のために必要な場合・ ・
     公衆衛生の向上または 童の健全な育成の推進のために特に必要な場合・ 児
（３）個人情報の開示 訂正 利用停止 削除および苦情・ ・ ・
  　個人情報相談窓口

    電話番 ：号 04－2942－3202

    担　　 ：竹本　耕造当
    受付時間：月曜日～金曜日　8時 30 分～17 時 00 分

１４ サ ビス 容に する相談 苦情ー 内 関 ・
（１） 施設の相談 苦情窓口当 ・
 　 入所に する相談 要望 苦情等は、下記窓口までお申し出ください。関 ・ ・
 　 サ ビス相談窓口ー
    電話番 ：号 04－2942－3202

    担　　 ： 　佳子当 榊
    受付時間：月曜日～金曜日　8時 30 分～17 時 00 分

（２） 施設以外の相談 苦情窓口当 ・
施設以外にも、以下の機 で相談 苦情を受け付けています。当 関 ・

 

 ※埼玉県 民健康保 体連合 は、介護保 法第国 険団 会 険 176 に基づく苦情 理機 です。条 処 関
  

２０２６年６月１日改定

所 市　介護保 課  沢 険 04－2998－9420

埼玉県 民健康保 体連合国 険団
会

048－824－2568（苦情相談窓口直

通）


